
１．継続事業の前提に関する注記

　　　　　該当なし　　該当なし

２．重要な会計方針

　　（１）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　　該当なし

　　（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　　貯蔵品　最終仕入原価法による原価法を採用している。

　　（３）固定資産の減価償却の方法

　　　　　建物、機械装置、車両運搬具、什器備品、リース資産、及びソフトウェア　…　定額法によっている。

　         今期該当なし

　　

　　（４）引当金の計上基準

　　　　　①　貸倒引当金

　　　　　　　　　今期該当なし

　　　　　②　賞与引当金

　　　　　　　　　職員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち、当期の負担額を計上している。

　　　　　③　退職給与引当金

　　　　　　　　　職員の退職給付に備えるため、当期末の自己都合退職による期末要支給額に相当する金額を計上している。

　　（５）キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　　　　該当なし

　　（６）消費税等の会計処理

　　　　　消費税等については、税込み方式による。

３．重要な会計方針の変更の理由及び当該変更による影響額

　　　　　該当なし

財務諸表に対する注記



４．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

５．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

６．担保に供している資産

　　該当なし

７．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

８．債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

　　(貸倒引当金を直接控除した残金のみを記載した場合)

　　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高は次のとおりである。

９．保証債務（債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。）等の偶発債務

　　　該当なし

１０．満期保有目的債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　　該当なし

(単位：円)

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

小　計 0 0 0 0

特定資産

退職給付引当資産 0 0 0 0

(単位：円)

科　　目 当期末残高
うち指定正味財産

からの充当額
うち一般正味財産か

らの充当額
うち負債に対応する

額

小　計 0 0 0 0

合　計 0 0 0 0

基本財産

小　計 0 0 0 0

特定資産

退職給付引当資産 0 0 0 0

小　計 0 0 0 0

合　計 0 0 0 0

土地 10,151,513 0 10,151,513

(単位：円)

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

森林資産 30,980,280 0 30,980,280

合　計 41,131,793 0 41,131,793

(単位:円)

科　　目 債権金額 貸倒引当金の当期末残高 債権の当期末残高

合　計 0 0 0



１１．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

１２．基金及び代替基金の増減額及びその残高

　　　該当なし

１３．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は次のとおりである。

１４．関連当事者との取引の内容　

関連当事者との取引の内容は、次のとおりである。

１５．キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

　　　該当なし

１６．重要な後発事象

　　　該当なし

(単位:円)

補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 貸借対照表上の記載区分

放置林環境整備
事業補助金

とくしま南部システム
推進協議会

0 79,433,000 79,433,000 0

　補助金

0

町単独補助金 那賀町 0 651,980 651,980 0

県補助金 徳島県 0 6,072,400 6,072,400

0

計 0 86,992,935 86,992,935 0

IT導入支援事業費補
助金

国 0 835,555 835,555

合計 0 86,992,935 86,992,935 0

合　計 10,262,186

公益社団法人徳島森林づくり推進機構

指定寄付金の使用による振替額 10,262,186

経常外収益への振替額 0

(単位:円)

内　　　容 金　　額

経常収益への振替額

寄付金

(単位:円)

公益社団法人徳島森林づくり推進機構 3 11,533,300 業務委託

1 987,142 事務委託

契約相手先 代表者 件数 金額 適要


